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      平成２８年４月１８日  

 

 

横浜市会議長  

 梶  村    充  様 

 

観光・創造都市・国際戦略特別委員会 

委 員 長  酒  井    誠 

 

 

観光・創造都市・国際戦略特別委員会中間報告書 

 

 

本委員会の付議事件に関して、活動の概要を報告します。  
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１  付議事件  

  ＭＩＣＥの推進、国際コンテナ戦略港湾の推進、国際戦略総合特区の推進、文

化・芸術等の大規模集客イベントの開催に関すること。  

 

２  調査・研究テーマ  

  東京オリンピック等を見据えた横浜らしい観光・ＭＩＣＥの推進について  

 

３  テーマ選定の理由  

東 京 2020オ リン ピ ッ ク・ パ ラ リン ピ ッ クの 開 催 が決 定 し 、今 後 、 海外 か ら の 観

光客数が大幅にふえることが予想される。横浜がＭＩＣＥ分野において、韓国や

シンガポール等の海外都市との国際競争に打ち勝っていくためには、五輪を好機

と捉え、横浜に多くのお客様をお迎えし、オリンピック終了後も選ばれる都市と

なるよう環境を整備していくことが必要である。  

そのためには、大型コンベンションなどを受け入れる施設の整備や多言語に対

応できる案内手法の導入、横浜に潜在する横浜らしさの発掘とその活用など多岐

にわたる施策の展開が求められる。  

当委員会では、このテーマに基づき、本市の取り組みの検証、他都市の取り組

みの調査及び有識者からの意見聴取などを実施し、多面的に調査、研究を行うこ

ととした。  

 

４  委員会活動の経緯  

（１）平成２７年６月４日  委員会開催  

ア  平成２７年度の委員会運営方法について  

今年度の委員会運営方法について意見交換を行った後、調査・研究テーマ

については「東京オリンピック等を見据えた横浜らしい観光・ＭＩＣＥの推

進について」と決定した。  

【委員意見概要】  

・調査・研究テーマに関して言えば、東京オリンピック等を見据えたという

ことでインバウンドという視点、そして横浜らしさということで、開港の

地としての歴史や、羽田空港からのアクセスのよさ、都心部と港が近いと
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いう地理的優位性などを意識して研究していきたい。  

・東京 2020オリンピックが５年後に迫っていることもあり、今横浜で何をし

なければいけないかということをしっかりと掘り下げる必要がある。委員

間で議論をして一定の結論に持っていき、特別委員会として具体的な成果

を提示したい。  

・観光・ＭＩＣＥの推進に関連して、大きなスポーツイベントが始まれば、

その前倒しでキャンプ地等として、横浜市が選ばれるというのは一つ大事

なことだと考える。市内視察等を通じて、現状の横浜市の資源をまず我々

も確認する必要があるのではないか。  

（２）平成２７年７月１３日  市内視察実施  

横浜国際平和会議場にて、パシフィコ横浜の概要について説明を聴取し、館

内の視察を行った。その後、クイーンズスクエア横浜のクイーンモールにて、

Ｗｉ－Ｆｉ実験の概要について説明を聴取し、設置個所の視察を行った。  

（３）平成２７年７月１３日  委員会開催  

ア  調査・研究テーマ「東京オリンピック等を見据えた横浜らしい観光・ＭＩ

ＣＥの推進」について  

調査・研究テーマに関する本市施策の現状や課題について、所管局から説

明を聴取し、意見交換を行った。  

【所管局】  

文化観光局  

【当局説明】  

（ア）魅力と活力あふれる都市の再生戦略  

横浜の成長エンジンとなる都心臨海部では、大規模集客施設の導入等

による観光・ＭＩＣＥ振興、先進的な文化芸術創造都市の取り組みなど

により、都市の活力とにぎわいを創出するまちづくりを推進する。都心

臨海部の再生・機能強化としては、海外からの誘客プロモーションの強

化及び受け入れ環境の整備を進める。また、横浜の強みを生かした国際

的なＭＩＣＥ拠点都市を目指し、ＭＩＣＥ機能を拡充することにより、

経済波及効果の高い中大型の国際会議や医学会議等の誘致を強化してい

く。アジアの核となる文化芸術創造都市として、東京 2020オリンピック・
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パラリンピックの開催に合わせた文化プログラムや横浜らしい特色のあ

る芸術フェスティバルなどの継続的な実施により、文化芸術の発信力を

強化し、アジアの文化ハブとしてプレゼンスを高めていく。  

（イ）観光・ＭＩＣＥの推進  

施策の目標・方向性として、東京 2020オリンピック・パラリンピック

の開催決定を好機と捉え、国内外における横浜のプレゼンスやブランド

力を高めるためのシティプロモーションを展開する。  

      また、国内外からの誘客を強化し、観光客の受け入れ環境や回遊性の

一層の向上により、にぎわいと活力を創出していく。パシフィコ横浜と

一体的に新たなＭＩＣＥ施設を整備するとともに、中大型の国際会議や

医学会議等をターゲットとした積極的な誘致を進め、グローバルＭＩＣ

Ｅ戦略都市にふさわしい、国際的なＭＩＣＥ拠点都市を目指す。  

      現状の課題として、本市の国外での知名度は低く、国内では知名度は

高いものの、イベントや施設などの認知度が低く、具体的な魅力が十分

に伝わっていない。知名度や認知度の向上の取り組みが必要だと考えて

いる。  

   （ウ）横浜経済の活性化に向けて  

国 内 外 か ら の 交 流 人 口 の 増 加 に よ り 、 市 内 で の 消 費 を 拡 大 さ せ て い

く必要がある。観光消費額の増加には、日帰り客の滞在時間の延長と、

観光消費額が大きい宿泊客をふやすことが必要である。東南アジアから

の訪日旅行者が著しく増加している中、さらなる誘客のために、受け入

れ環境の向上が必要だと言える。ＭＩＣＥについては、アジア諸国の台

頭による国際競争力の激化や既存施設の高稼働率などによる機会損失な

どが課題になっている。目標値として、平成２９年度末には国際会議開

催 件 数 を 年 ７ ５ 件 、 外 国 人 延 べ 宿 泊 者 数 を 年 ６ ０ 万 人 、 観 光 消 費 額 を

2475億円と掲げている。主な取り組みとして、まず１番目はシティプロ

モーションとして、データに基づく戦略的・効果的なシティプロモーシ

ョンを展開し、国内外へ横浜の魅力を総合的に発信していく。２番目は 、

国内外からの誘客促進として、観光関連事業者や近隣自治体と連携し、

旅行代理店等へのセールス活動や修学旅行の誘致、ニューツーリズムを
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推進する。３番目は、観光客の受け入れ環境整備の推進として、観光案

内所の運営や案内サイン、ガイドブックの多言語対応を促進するととも

に、多文化に対応した受け入れ環境整備を推進する。また、来訪者と接

する機会の多い観光関連事業者への情報提供や研修の開催などを通して、

人材育成に取り組んでいく。４番目は、新たなＭＩＣＥ施設の整備とし

て、パシフィコ横浜と一体利用が可能な多目的な機能を持ったＭＩＣＥ

施設を整備していく。最後の５番目は、ＭＩＣＥ誘致・開催支援機能の

拡充として、市内事業者等と連携したＭＩＣＥ開催支援を拡充していく 。 

【委員意見概要】  

・ＭＩＣＥ施設の整備に関して、横浜が東京と同じようなことをやっていて

も何もならない。広さに関しては東京ビッグサイトなどと比べるとパシフ

ィコ横浜は不利だと言えるので、綿密なイベントスケジュールを立ててう

まく活用しなければならない。当局はそれを実現するため民間とタッグを

組むと同時に、これを具体的にしていくための目標や戦略を定める必要が

ある。そういった意味でパシフィコ横浜が実動部隊だと理解している。ビ

ッグサイトと比較した上でベンチマークを持つ必要があり、横浜としては

データ的な裏づけをし、横浜市とパシフィコ横浜のＭＩＣＥ戦略に関する

連携について考えておいたほうがいいのではないか。  

・本市が今回、観光・ＭＩＣＥ都市としてさまざまな施策を掲げているが、

日本国内には東京を初めとするさまざまなライバルや本市がベンチマーク

にしている都市がある。本市が観光・ＭＩＣＥを進めていく上で、具体的

にどこの都市が一番のライバルであるかということを知ること、また、ラ

イバルの都市と比べて本市の強みと弱みを認識し調査することが大事であ

る。  

・外国から来た方が日本らしいものを見たいと思ったときに思い浮かぶもの

は大きく分けて２つあり、１つは京都に代表されるような日本らしいと思

われる建築物、そしてもう一つは工業立国である日本を象徴するものであ

る。本市には三渓園という日本らしいものを求める外国人にとって最適な

パビリオンがある。あれほど多岐にわたった日本らしい建築物が１カ所に

集約されているのは全国を見渡しても類がなく、これは先人からの遺産だ
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と捉えて上手に活用すべきであるが、都心臨海部の外れに位置しているた

め、こちらからアピールして誘導することが大事である。そして、鶴見区

には自動車とビール工場、そして磯子区には精油所、造船、また電機メー

カーの工場などがあり、これらも十分観光資源になり得る。日本に来た外

国の方がときに見たいと思う要素がこれほどコンパクトにまとまっている

都市は横浜しかない。  

・東京 2020オリンピック・パラリンピックまでもう５年を切るので、時間的

な余裕はない。東京 2020オリンピック・パラリンピックを見据えて横浜市

が何をやるかを考えたときに、やはり受け入れ環境の整備をどうしても強

くしていかないといけない。これは海外だけではなくて国内から横浜に来

ていただく方に対しても同じである。  

・多言語対応については、京都が非常に進んでいると言われているが、東京

2020オリンピック・パラリンピックに向けては横浜市ももっといろいろな

ことをやらなければいけない。横浜市の施設での多言語対応は今はまだ予

算化されていない。東京 2020オリンピック・パラリンピックに向けて、多

言語対応を国や民間に任せるというスタンスではよくない。例えば市営バ

スに乗ったときに、バスのサインを多言語にするかどうか、これは交通局

がやることなのかもしれないが、横浜市としてある程度の統一感を持って、

積極的に前倒ししてでも多言語対応するようにしていかないと間に合わな

い。  

・ガイドラインの作成や外国人客の受け入れ対応研修というのはあくまでも

間接的な印象を受けるので、実際に横浜市の施設のサインをこのように変

えたという実績が見えるような形で予算化していきたい。  

・Ｗｉ－Ｆｉに関連するさまざまな新しい技術が出てきているので、仕組み、

システム面で横浜市のフリーＷｉ－Ｆｉをいかに充実させるかということ

が大事になってくる。方向性を早期に明確にして、フリーＷｉ－Ｆｉの使

用可能場所を示したマップを作成するなど、５年後の東京 2020オリンピッ

ク・パラリンピックに向けて具体的な目標を設定し、それに対する実績を

明らかにするべきである。横浜市としてもしっかり取りまとめをし、高い

目標をつくって、必要な予算を組んで早く実現するようにしなければいけ
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ない。  

・ムスリム対応として、イスラム圏の人が来たときのために、お祈りする場

所等を東京 2020オリンピック・パラリンピックに向けて充実させていかな

ければならない。民間任せにするのではなく、横浜市が主導して整備して

いくべきである。また、イスラム圏の方々が横浜に来て、どこのホテルに

どういう施設があるかを示した地図とか紹介パンフレット等を用意すると

よい。  

・みなとみらい２１地区に外貨両替ができるコンビニＡＴＭがたくさんでき

れば、外国人旅行者にとって利便性が高まるだろう。外国からせっかくお

金を持って来ても、そのお金を換金するところがなかったり、両替する場

所がわからない等といった不便があっては全く意味がない。  

・パシフィコ横浜への問い合わせ件数が 3800件で決定が 8 5 0件。機会が失わ

れるというのは本当に残念なことである。やっと２０街区も開発が始まる

ということなので、今後スケジュール感をしっかりと持って進めていただ

きたい。  

・外国人観光客がふえると当然それに伴って新しいトラブルもふえる。生活

や文化の違いで起きるトラブルは千差万別である。人にたくさん来てほし

い局である文化観光局として、横浜のいいところを感じて帰ってもらうた

め に は 、 ト ラ ブ ル へ の 対 処 が 不 可 欠 で あ る 。 横 浜 に 来 る 観 光 客 に 、 そ の

時々の一番起こり得る情報をきちんと迅速に発信していく必要がある。  

・私たち日本人が思うものとは全く違う外からの見方を取り入れない限り、

臨機応変な対応はできないが、スピード感を持ってやらないと機を逸して

しまう。そういう意味で、調査分析事業を担う文化観光局が日本人目線の

戦略や調査項目を真っさらにし、外国の人々の目線に頼ることが必要にな

ってくる。そういう新しい試みが横浜らしさにつながるのではないか。  

・横浜で外国人と言った場合に、アジアなのかヨーロッパなのかアメリカな

のか、それは若いカップルなのか御高齢のカップルなのか、それともファ

ミリーなのか、一般的にはペルソナと呼ぶそういう設定が必要なのではな

いか。横浜が例えば福岡や神戸、大阪、名古屋、あるいは仙台とここが明

確に違う、こういうコンセプトを持った都市だということをわかった上で
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海外に帰ってもらわないと、リピートで横浜に来ないだろう。ただ単に夜

景がきれいな都市だっただけだと、世界中に夜景のきれいな都市はいっぱ

いあるので印象に残らない。そういう意味で、そのペルソナの設定がすご

く大事である。  

・アジアから来る方がファミリーで来るのかカップルで来るのか、ファミリ

ーで来た場合に当然都市として備えておかなければいけないものは、飲食

だったらこうだとか、子供が熱を出すこともあるので、そのための民間の

提携にはどういうバックアップが必要なのかなどがある。Ｗｉ－Ｆｉ一つ

をとっても本当にどういう場面で一体誰が使うのかというところが見えて

くると、Ｗｉ－Ｆｉの整備の仕方が明確になる。  

・フリーＷｉ－Ｆｉの設置箇所を横浜観光のウェブサイト等に記載すべき。  

・横浜を一言でプロモーションするキーワードを設定することが大事だ。  

（４）平成２７年９月２９日  市外視察実施  

日本政府観光局にて、訪日外国人旅行者数 2000万人時代に向けた課題と方向

性というテーマで説明を聴取した。次に、東京シティアイにて、施設の概要に

ついて説明を聴取し、館内の視察を行った。その後、羽田空港国際線旅客ター

ミナルにて、施設の概要について説明を聴取し、空港内を視察した。  

（５）平成２７年１１月２７日  委員会開催  

本委員会の付議事件に関連して、次回委員会において参考人からの意見聴取

を行うことを決定した。  

   参考人：文化庁長官官房政策課文化プログラム推進企画官  富田大志氏  

   案件名： 2020オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた文化プログラ

ムの展開について  

（６）平成２７年１１月３０日  委員会開催  

  ア  参考人からの意見聴取  

参考人として、文化庁長官官房政策課文化プログラム推進企画官の富田大

志氏を招致し、「 2020オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた文化

プログラムの展開」について講演をいただいた後、質疑を行った。  

【出席局（オブザーバー）】  

文化観光局  
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【講演概要】  

＜文化プログラムとは＞  

オリンピックがスポーツと文化の祭典ということで、オリンピック憲章に

おいて開催国、特にオリンピックの組織委員会が文化プログラムを実施する

ことが義務となっている。そのため、少なくともオリンピック村の開村期間

中には文化プログラムをやらなければならないと義務化されている。  

その中で、東京 2020大会の立候補ファイル自体でも、文化プログラムを実

施することが約束事となっており、それに基づいて今回、東京 2020大会でも

いろいろな文化行事が行われることになる。特にバルセロナ五輪以降は文化

プログラム、文化イベントが非常に盛んになり、それまではオリンピック村

の開村期間中にだけ行われていたものが、前大会の終了後から４年間継続し

て行われるようになった。  

201 2年 の ロ ン ド ン オ リ ン ピ ッ ク は 文 化 プ ロ グ ラ ム が 非 常 に 成 功 し た と 言

われており、その理由として、史上最大規模の文化プログラムが展開された

ためとされている。バルセロナ五輪以降、前大会の終了後４年間行われてい

るが、バルセロナなどの開催都市だけで行われていたものが、ロンドンから

は、北の北アイルランドから南のウェールズまで、国中でオリンピック関連

の文化イベントが行われていたことで、ロンドンオリンピックのムーブメン

トや機運が全国的に広がっていった。  

＜文化芸術の振興に関する基本的な方針（第４次基本方針）＞  

このような動きを踏まえ、国としていろいろな戦略や方針を立てている。

国としての文化の基本方針である第４次基本方針の中でも文化プログラムを

実施していくことが示されている。  

成長戦略、経済・財政運営の改革の基本方針、いわゆる骨太の方針などで

も、東京 2020大会を契機として文化プログラムの推進をすること、また日本

再興戦略、成長戦略においても、リオデジャネイロ大会終了後から、全国各

地で開催される文化プログラムの機会を活用し、世界に誇るべき有形・無形

の文化財や、季節感いっぱいの祭り・花火、地域の伝統芸能、食を含む日本

文化等の魅力を発信し、地方への誘客につなげるといったことなどが決めら

れている。また、観光戦略においても文化プログラムが非常に重要である。
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地方創生においても文化プログラムを有効に使って日本を活性化していく方

針が定まっている。  

ロンドン大会がすばらしいのは、北京五輪終了後から４年間文化プログラ

ムを継続したことと、英国全土で 1000カ所以上、英国全土で非常に多くの多

種多様なイベントを行ったことが大きい。総参加者数は約 4340万人にものぼ

り、イギリスの人口が 6000万人から 7000万人であることを考慮すれば、若手

や障害者も含めて非常に多くの国民が幅広く参加したといえる。  

ロンドンの文化プログラムにおける新しい試みの中で、国が進めた事業と

しては、世界シェイクスピアフェスティバルが挙げられる。イギリスで有名

な劇作家と言えばシェイクスピアであるが、ハムレット等のシェイクスピア

の戯曲を世界３７カ国、３７の異なる言語で実演をするというものである。

これには日本語も含まれており、日本は蜷川幸雄の演出で上演された。また、

音楽にまつわる全国的な取り組みや、アンリミティッドプロジェクトなどが

ロンドンでの文化プログラムで象徴的である。アンリミティッドプロジェク

トとは、体に障害があるプロのアーティストに実演する機会や新しい作品を

創作する機会を提供し、そういった人々をサポートする体制整備を４年間か

けて行ったプロジェクトであり、それは現在も続いている。文化プログラム

による効果としては、こういった文化プログラムを通じて、いわゆるレガシ

ーと言われている効果が主に４つあった。  

＜文化プログラムによる効果＞  

①文化レベルの向上  

②幅広い文化活動への参画  

③観光産業への貢献  

④自国文化の誇り、自信の高揚等  

＜文化芸術の振興に関する基本的な方針＞  

文化芸術の振興に関する第４次基本方針は平成２７年５月に閣議決定した  

もので、おおむね５年間で区切って文化の基本方針をつくるものであり、ち

ょうどその期間が、今年から東京 2020オリンピック・パラリンピックが開か

れる 2020年までの５年間の期間である。  

特に、文化芸術立国の姿を明示するため、国として、オリンピックを経験
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して 202 0年以降に文化芸術立国を目指していこうというのが大きな目標であ

り、その中の、我が国が目指す文化芸術立国の姿ということで、４つの点を

明示している。  

① あ ら ゆ る 人 々 が 全 国 さ ま ざ ま な 場 で 創 作 活 動 へ の 参 加 、 鑑 賞 体 験 が で

きる機会の提供  

②東京 2020大会を契機とする文化プログラムの全国展開  

③被災地からは復興の姿を、地域の文化芸術の魅力と一体となり国内外へ

発信  

④文化芸術関係の新たな雇用や産業が現在よりも大幅に創出  

上記の４つの点を通じて、日本の誇りとして文化芸術を挙げる国民の割合

をふやし、地域の文化的環境に対する満足度を上げ、文化芸術を通じて訪日

外国人旅行者数にも貢献するといった取り組みを行っていく。  

＜文化芸術振興のための５つの重点戦略＞  

・重点戦略１：文化芸術活動に対する効果的な支援  

・重点戦略２：文化芸術を創造し、支える人材の充実及び子供や若者を対象

とした文化芸術振興策の充実  

・重点戦略３：文化芸術の次世代への確実な継承、地域振興等への活用  

・重点戦略４：国内外の文化的多様性や相互理解の促進  

・重点戦略５：文化芸術振興のための体制の整備  

こういった第４次基本方針を踏まえ、文化庁としては平成２７年７月に、

文 化 プ ロ グ ラ ム の 実 施 に 向 け た 基 本 構 想 を 取 り ま と め て い る 。 こ れ は 東 京

2020オリンピックに向けて文化庁が進める文化プログラムに関する取り組み

の基本的な枠組みをまとめたものである。  

文化庁としては、最終的には 2020年以降に、文化芸術立国の実現を目指す。

その実現のため、いわゆる東京 2020オリンピック・パラリンピックや 2019年

に行われるラグビーワールドカップなど、日本が世界に注目される国際的な

スポーツイベントの機会を利用して、日本の文化を積極的に世界に発信して

いく。その中では、横浜市やオリンピック組織委員会、関係省庁とも連携し

て、平成２８年のリオデジャネイロ大会が終了した秋から全国的に文化プロ

グラムを展開する枠組みをつくっていく。  
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その中で、ロンドンを超える規模の文化プログラムを全国的に実施し、数

値的な目標として、２０万件のイベント、５万人のアーティスト、 5000万人

の参加、そういった目標を掲げている。この数値目標が意味するところは、

とにかくこの機会に全国的にいろいろな文化芸術活動を行い、それを通じて

日本の文化芸術を国内外に発信していきたい、文化芸術キャンペーンを全国

的にやっていきたいということである。  

＜文化庁が進める取り組みの三つの枠組み＞  

①リーディングプロジェクトの推進  

②国が地方公共団体、民間とタイアップした取り組みの推進  

③民間、地方公共団体主体の取り組みを支援  

 

（委員会資料より抜粋）  
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＜平成２８年度概算要求事項＞  

国 が 進 め る リ ー デ ィ ン グ プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進 に １ ３ 億 円 、 国 が 地 方 自 治  

体・民間とタイアップした取り組み支援に 1 4 8億円、基盤整備、美術館など

の多言語化やバリアフリー対応に約２５億円の予算要求をしている。こうい

った予算をできるだけ利用して、全国的な取り組みを進めていく。さらにリ

ーディングプロジェクトとして、地域に眠ったいろいろな文化資源を掘り起

こし、それを地域の観光や地域の産業の活性化につなげるといった新しいモ

デルを創出していく。  

例えば、地域観光を初め地域経済への 波及効果を創出し、文化芸術による

社会課題を解決するようなプロジェクトや、今まではなかなかできなかった

ものづくり、福祉や科学技術等、他分野との融合などを行っていきたい。特

に、今までは公的支援、文化庁としていろいろ補助金を出してきたものも重

要 だ が 、 メ セ ナ 活 動 だ け で は な く 、 で き る だ け 民 間 企 業 な ど の さ ま ざ ま な

方々が協賛した文化振興モデルができるような仕組みを考えていく。  

一例として、一つは人材育成がある。 横浜トリエンナーレでは、最初に森

美術館の南條氏がプロデューサーをし成功した。新潟での大地の芸術祭をプ

ロデュースした北川フラム氏の取り組みのように、地域にあるいろいろな資

源を使って芸術の力で観光を引き寄せる優れた文化芸術プロデューサーを育

成するプロジェクトを行ったり、また、文化と産業、例えば伝統工芸をもっ

と産業として、商売として売っていける拠点づくりをするようなプロジェク

トが挙げられる。また、日本文化の発信としては、全国のいろいろな美術館

がコンソーシアムを結成して、日本にある本当にすぐれた美術、現代美術か

ら古代の美術を一堂に集め、そういったものをジャパンコレクションとして

全国展開する。また、日本のコンテンツとしてそういった展覧会を海外に売

り出していくような仕組み、日本の美術館では今、例えばルーブル美術館展

など海外の美術館の所蔵展が数多く実施されているが、それは海外のコンテ

ンツを日本の美術館が買って展覧会をしているわけであり、そういったもの

だけではなくて日本の展覧会の企画等を海外に売っていけるようなプロジェ

クト、その前に日本で、例えば日本にはこれだけの国宝級のものがあるのだ

ということを日本全国の方々に知っていただけるようなプロジェクトをやっ
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ていきたいと考えている。  

これから予算が通ればそういった取り 組みを具体的に検討して、文化力プ

ロ ジ ェ ク ト を 、 関 係 省 庁 、 組 織 委 員 会 、 東 京 都 、 も ち ろ ん 地 方 公 共 団 体 の

方々とも連携しながら、全国的に取り組んでいく。  

＜今後のスケジュール＞  

今後いろいろな体制を整備し、リオデジャネイロ大会後に一斉に開始でき

るように準備を進めているところである。リオデジャネイロ大会終了後には

ラグビーワールドカップもあり、１０月には東京の六本木と京都を中心に、

さまざまなムーブメントを醸成するための国際会議、スポーツ文化ワールド

フォーラムというものを文部科学省が中心となって開催する予定としており、

それをキックオフとして徐々に盛り上げていく。  

具体的な取り組み内容は、まだまだこれから検討が必要だが、特に横浜市

は文化芸術を使っていろいろな取り組みをしているので、文化を通じて日本

を世界に発信し、活性化するよい機会となる、こういう機会の中でぜひ横浜

市には牽引役になっていただいて、全国を盛り上げていけるようなリーダー

シップを発揮していただければと思っている。今までも十分そういう役割を

果たしてきたとは思うが、これからも期待している。  

（委員会資料より抜粋）  

 

【委員意見概要】  

・世界各地の若者を日本に引きつけるためには、国内の子供たち、中学生や

高校生、大学生などの若者の考え方やアイデアが有効である。  

・世紀の祭典ともいえる東京 2020オリンピック・パラリンピックという１億
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総活躍のプログラムに参加してもらえるような仕掛けを今後とも検討し、

その前にラグビーワールドカップもあるので、本市としても精いっぱい機

運を高めていきたい。  

・幸いにして、 2020年の前に横浜でラグビーワールドカップの決勝戦があり、

まさに 2020年に向けて前哨戦として意義がある。  

・地方創生、１億総活躍という形も踏まえながら、日本に数多くある文化的

な遺産を一つ一つきめ細かく活用することで日本にビッグチャンスが訪れ

ると思っている。  

・日本のカワイイ文化に代表されるサブカルチャーなどのバーチャルな世界

からリアルな世界へとつないでいくことが大事。そのためにはポータルサ

イトの立ち上げやプロデュースが大事である。  

・伝統芸能を行っている組合や団体から意見や衆知を集めていく仕組みづく

りが必要である。  

・世界では今、イデオロギーの違いや文化の違いでテロが起こっている。こ

のような状況だからこそ、日本から世界を一体化し、世界をまた日本につ

ないでくるような取り組みができればいいと期待している。  

・スポーツに主観競技と客観競技があるように、文化にも主観と客観がある 。

ビジネスにつながっていくような文化と小学校、中学校の義務教育の課程

にある子供たちに参加してもらう文化の目的は全く違う。ビジネスにつな

がっていく人にはビジネスにつなげてもらう土壌をつくり、もう一方でよ

り多くの人を巻き込んで一緒に参加してもらうような環境を整えることが

大事である。  

・横浜市がやるスポーツでは、横浜は人種差別をしませんということをうた

い、世界に発信していくことが求められる。  

・世界のどこを見ても日本ほどハード面でバリアフリーが整っている環境は

ない。人に会ったときにすぐに手を差し伸べられるかどうか、といった心

のバリアフリーなど内面の話が大きなキーワードになってくるのではない

か。  

・何げなく日本人が日本の文化として当たり前のようにやっていることが、

世界から見たら実は称賛されているということもあり、今もう既にできて
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いることも改めて振り返ることが大事ではないか。  

・観光客数の増加は、観光資源が豊かになることによってもたらされたのか、

もしくは文化プログラムが成功したことによってもたされたのかを見きわ

めることが大事である。  

・五輪終了後も継続される文化プログラムと一過性で終わってしまう文化プ

ログラムを見きわめなくてはならない。  

・どうしてもオリンピックというとスポーツ競技というイメージがある。そ

れを文化としっかり結びつけなければいけない。  

・オリンピック・パラリンピック、特にパラリンピックは近年、大変重要性

を増している。日本の現状を見てみると、参加規模等はオリンピックもパ

ラリンピックもさほど変わらないにもかかわらず、パラリンピックは報道

等も含めて光が当たらない。もっとパラリンピックのほうに光を当てるこ

とで大きな経済効果が期待でき、日本を世界中からよく知ってもらう大き

なチャンスにもなる。その起爆剤になるのはやはり文化プロジェクトだと

思っている。  

・文化というのは捉え方が本当に幅広い。国が考える文化、地方が考える文

化、地域が考える文化、年代によって考える文化の違い、国によっての違

い、この辺の情報を収集することが大事になってくる。日本という島国で

育った人には当たり前のことが、世界では当たり前ではないということを

再認識することで日本のよさを実感し、そして新たに外からグローバルな

目で見られたときの日本のよさを発見するという流れがオリンピック終了

後も残っていくことが、文化プログラムに力を入れる最大の趣旨だと考え

ている。ＳＮＳ、ＩＣＴを駆使して、正しい情報をきちんと管理してスト

ッ ク し 、 オ ー プ ン デ ー タ 化 し て い く こ と が 自 治 体 の 活 性 化 に は 必 要 で あ

る。  

（７）平成２８年２月９日  委員会開催  

ア  調査・研究テーマ「東京オリンピック等を見据えた横浜らしい観光・ＭＩ

ＣＥの推進」について  

    行政視察の調査活動から得られた他都市の事例などを報告し、意見交換を

行った。その後、委員会中間報告書構成案及び報告書のまとめについて意見
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交換を行った。委員が実施した視察についての委員所見と委員会での意見概

要は次のとおりである。  

【視察についての委員所見】  

（ア）沖縄県（平成２７年７月２９日～３０日）  

酒井（誠）委員長、佐藤（茂）委員、関委員、田野井委員、長谷川      

委員、遊佐委員    

・ＡＮＡ  Ｃａｒｇｏの沖縄貨物ハブネットワークについて            

（視察先）株式会社ＡＮＡ  Ｃａｒｇｏ［沖縄県那覇市］  

・沖縄県におけるカジノ・エンターテイメント検討事業について  

（視察先）沖縄県  

＜視察に対する委員所見＞  

200 7年 、 第 一 次 安 倍 内 閣 が 打 ち 出 し た ア ジ ア ゲ ー ト ウ ェ イ 構 想 を 起 因   

として、国際物流拠点を形成しようと いう沖縄県とアジアの主要都市をつ

なぐ国際航空貨物のネットワークの構 築を目指すＡＮＡの両者の戦略が一

致したことから、那覇空港の国際物流拠点の形成が始まった。  

こ こ の 利点 は 、 ２０ 万 人 の巨 大 な アジ ア マ ーケ ッ ト の中 心 に 位置 し て い

る沖縄県から、約４時間でアジアの主 要都市に移動可能だということであ

る。その地理的優位性を生かし、また 海岸沿いにあるということで２４時

間運用可能な高機能空港、これを利用 してどうやって物流インフラを運用

できるかを検証するための視察を行っ た。例えば北海道の夕張メロンを注

文すると、その日のうちに農家からメ ロンが運ばれて沖縄に夜到着する。

ハブ空港を経由して深夜に移動し、次 の日にはもう確実に届く。そういっ

た新しい物流拠点として機能している。  

201 2年にヤマト運輸との連携が始まり、スピード重視の運用が一段と進

ん だ。 そう いっ た流 れの 中で 、採 算面 では ＡＮ Ａ全 体の 約１ 割、 約 1600億

円の売り上げがあり、純利益に関して は、空いたスペースに荷物を入れて

運んでいるため経費の算出は困難だが 、確実に利益を生んでいる。現在、

船便と航空便とのコストの差は約１０ 倍あるが、ハブの利点を活用して、

積み荷を次の拠点に送り小型分散化し たことにより、貨物の運搬コストを

キ ロ 1 0 0円 以下 に大 幅に 削減 する こと が可 能に なり 、採 算性 がと れる よう
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になった。競合相手としては、以前は 日本航空がいたが、貨物の事業を売

却したということで、現在はフェデッ クス、エミレーツ、あとＵＰＳ（ユ

ナイテッド・パーセル・サービス）などが存在する。  

課 題 と して 、 那 覇空 港 に おい て 駐 機す る エ プロ ン の 場所 の 確 保が 現 在 飽

和 状態 であ るこ とが 挙げ られ る。 また 、経 済効 果と して は約 3 0 0人 の 雇用

のみで、その理由として、工場や本社 機能がそこにあるというわけではな

く、あくまでも貨物のハブとしての立 場であるためだ。ただ、今後それ以

外のところに波及する商業効果に期待 しているとのことである。今後、横

浜 市として もアジア に力を入 れて新し く売り込 んでいく ことが大 事である 。 

沖縄県に関しては、平成１９年から統合リゾートが多様なエンター テ イ

ン メントを 提供する 経済波及 効果の高 い施設で あり、観 光産業の みなら ず 、

沖縄県全体にメリットをもたらすとい う考えから、法制度の導入に当たっ

て県民合意を得ることを前提に、統合 リゾートの可能性に関して調査・研

究が行われていた。  

国内のカジノの合法化及び海外の状況を踏まえ、経済界、観光業界 、 有

識者、そのほかの団体からの委員で沖 縄に統合リゾートの導入の検討を進

め、平成２１年、沖縄リゾートモデル 経済効果の試算を含んだ検討事業調

査報告書をまとめて定期的に検討を行 って、平成２６年度の事業で基本構

想の策定を目指す、その直前まで来た が、平成２６年１２月の知事交代に

より基本方針が変更された。  

経 済 効 果 と し て 、 今 年 は 7 6 0万 人 の 観 光 客 数 を 想 定 し て い る 。 ま た 、      

平均滞在日数 3.82日をいかに伸ばせるかを検討している状況である。  

今まで沖縄県は東京のほうばかりを向いていたが、それをいかにアジア

のほうにも向いて、たくさんの人を呼び寄せて経済的に発展するのか、と

いうことを狙いとして定めている。横浜市で統合型リゾートを検討する際

には、どういった形で今後の経済的な波及効果を狙っていくのかをよく考

えた上で検討を進めるのがベストである。  

（イ）沖縄県（平成２７年６月１８日～１９日）  

安西副委員長、加藤委員、髙橋（正）委員  

・外国人観光客の集客体制について  
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（ 視 察 先） イ オ ンモ ー ル 株式 会 社  イ オ ン モー ル 沖 縄ラ イ カ ム［ 沖 縄 県   

北中城村］  

・立地特性を生かした集客戦略について  

（視察先）北谷町海業振興センター  うみんちゅワーフ［沖縄県北谷町 ］ 

＜視察に対する委員所見＞  

イ オン モー ル沖 縄ラ イカ ムの 特徴 は、 返還 され た丘 陵地 なの で地 形を

余りいじらず、環境に優しい開発をしているという点である。横浜の場

合、みなとみらい２１地区は街区を指定してゾーニングをきちんとやっ

てきたが、回遊性を向上させるためのアクセスが課題になっている。イ

オンモール沖縄ライカムのように地の利を生かしたような、ゾーニング

の考え方も必要である。もう一つ印象的だったのは、イスラム系の方向

けの祈禱所が設けてあることである。インバウンドの受け入れに際し、

多種多様な生活習慣や食生活に対する対応をよくし、横浜を都会のリゾ

ートだと思わせることが望まれる。  

      うみんちゅワーフは、行政主導で区画整理のようなことをやっている

が、ただ広場ができているだけではないかという印象を受けた。ワーフ

の中に観光センターのようなものがあるが、非常に静かな感じであった 。

行政は箱というか、インフラの整備を行うが、その上に立つものがどう

いうコンテンツか、どういう民間が来てそこに根差すかという点で言え

ば、２日間で全然違う世界を見たと言える。  

（ウ）宮崎県（平成２７年１０月２２日～２３日）  

小粥委員、森委員  

・インバウンドの誘客とＭＩＣＥ受け入れについて               

（視察先）フェニックス・シーガイア・リゾート［宮崎県宮崎市］  

・外国人観光客の誘客対策について  

（視察先）宮崎県  

・市街地における文化公共施設の役割について  

（視察先）みやざきアートセンター［宮崎県宮崎市］  

＜視察に対する委員所見＞  

フェ ニックス ・シーガ イア・リ ゾートは 一時、と ても有名 になり、観
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光客も多く入っていた民間の施設であったが、経営に行き詰まり、この

施設を利用して何らかの観光資源として活用できないかということで、

非常に多くの工夫をしていた。  

      １点目がインバウンドの誘客だが、もともとのホテルに加え、グラウ

ンドやスポーツ施設等が併設されているため、施設の有利性というのが

ある。そこにどうやって海外からのお客を誘致してくるか。営業活動が

かなり活発に行われており、また公式アプリなどのさまざまなやり方で

海外からの誘客を図っている。ただ、シーガイアだけではお客さんが来

ないということで、宮崎県だけではなくて鹿児島県や近隣の県にも観光

ルートを設定して、さまざまな観光地に足を運んでいただく魅力づくり

を行っている。  

      特に最近では、中国からのお客様、いわゆる爆買いということも含め

て、その施設だけではなくて、どこか買い物施設をバスのルートにしっ

かりと組み込むなど、さまざまな工夫を行っている。  

      ま た 、 Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ と い う 観 点 か ら も 、 大 き な Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ 施 設 、 シ ー ガ イ

ア・リゾートを持っているので、その活用というのを民間のノウハウも

得ながら、さまざまな取り組みを行っていた。ただ、施設単体としての

魅力が十分ではないということで、稼働率が低いというのが今課題にな

っているということであった。これから横浜市もＭＩＣＥ施設をつくる

わけだが、稼働率を上げるための工夫というのは、民間のノウハウもし

っかりと活用していかなければいけない。  

      ＭＩＣＥに関しては、シーガイア公式のアプリがある。会議やコンベ

ンション等を実施したいというときに、そこのアプリを使えば、施設の

案内、あるいは予約、そういうことも簡単にできる工夫もしていた。  

      ２点目として宮崎県に行き、県としての外国人の観光客の誘客につい

て伺った。クルーズ船も宮崎県の南部に入るようになり、そのお客を見

込んださまざまな施策も展開している。特に宮崎県は温暖ということも

あり、スポーツキャンプがたくさん行われている。継続してスポーツキ

ャンプを宮崎県に誘致すること、また東京 2020オリンピックの事前の練

習場にも宮崎県を活用してほしいということで、県としても売り込みを
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かなり図っていた。  

      また、Ｗｉ－Ｆｉの環境整備というのも積極的に進めており、どこで

Ｗｉ－Ｆｉが使えるかというのが地図ですぐに見てわかる工夫もしてい

たところは、これからも横浜市は参考にしなければいけないと感じた。  

      次に視察を行った、みやざきアートセンターは宮崎市内中心部に余り

魅力がないということで、市が中心となって芸術文化の施設として建設

された。中心市街地における芸術文化のあり方というのは、かなり難し

いというのが実感であった。  

      関内・関外地区もこれから先再整備があり、その中の１つの項目に芸

術文化が入っているが、芸術文化を根づかせること、あるいは来場者を

ふやすための魅力づくりというのはなかなか難しいと感じた。  

      施設運営は指定管理者に任せているのだが、それだけではその施設の

有効活用に課題もあることから、行政もいろいろなイベントの誘致とい

うことにもしっかり参画しながら市街地中心部の芸術文化の施設の運営

というのに当たっていかないと、なかなか難しいということも勉強にな

った。これも横浜市のこれからの施策にしっかりと反映していきたい。  

（エ）北海道（平成２７年８月１８日～１９日）  

伊藤（大）副委員長  

・歴史的建造物の効果的な利活用について                   

（視察先） (旧 )岡川薬局［北海道小樽市］  

・大通りを活用した「人の交流と新たな賑わいづくり」について  

（視察先）札幌大通まちづくり株式会社 [北海道札幌市 ] 

＜視察に対する委員所見＞  

横浜市の観光の課題の１つとして、東京に近いがゆえになかなか宿泊  

してもらえないという現状がある。札幌から電車で３０分ほどの距離に

あり観光客も多いことが、まさに小樽市を選んだ理由だが、宿泊施設が

それほどないということもあって、日帰りで出ていってしまうという課

題を抱えている地域でもある。その中で (旧 )岡川薬局がおもしろいのは、

歴史的建造物をリノベーションし、外国人向けのゲストハウスとして運

営していることである。ポイントは、ゲストハウスだけで果たして本当
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に運営が経済的に成り立つのかということ、なぜそこに外国人が多く集

まっているのかの２点である。  

(旧 )岡川薬局は小樽駅からは観光地と反対側にあって決して便利な場

所ではないが、ゲストハウスの稼働率が年間平均８５％を超えていて、

トップシーズンだと予約がとれない状況にある。収益の観点から言うと、

ゲストハウスだけでは経営が回らないとのことで、カフェを併設してい

る。カフェの稼働率が悪い時間帯については、イベントスペースとして

時間貸しすることによって、時間と空間をうまくシェアしながら事業の

ポートフォリオとしてゲストハウスの収入とカフェ収入と場所貸しと３

つの事業収入を確立し、事業を運営していた。  

      行政からの補助金は一切入れずに、この歴史的建造物を買い取ったオ

ーナーが自己資金を自己投資して運営している。現在オープンして四、

五年がたつが、おおむね１０年で投資が回収できる状況とのことである 。

小樽市内には歴史的な建造物がほかにもあるので、今度はここの収益を

またさらに小樽の町に再投資していきたいとのことであった。  

      そういう意味で、横浜市で大資本によるホテルの建設というのはもち

ろん大事だが、一方で、横浜市に来たときに横浜らしさをどこで感じて

もらうかといったときに、町の歴史や空気を感じられる宿泊施設という

のが外国人の方には受け入れられるのだということを感じた。アジア系

の 観 光 客 が 多 く 、  (旧 )岡 川 薬 局 の 存 在 に つ い て 彼 ら は 主 に フ ェ イ ス ブ

ックを通じて知り、勝手に情報共有してくれているので、情報紙に情報

を載せることなく集客できているとのことである。  

      札幌大通まちづくり株式会社は、札幌市が３％ほど出資している民間

主体のまちづくり会社である。ちょうど札幌駅前とすすき野の間に商店

街が５カ所ほどあり、今まで商店街組合が連携できていなかったところ

をつなぎ、エリアをマネジメントするために立ち上がった会社である。

国土交通省はここ数年、道路やいろいろな公共空間を自由に活用できる

よう規制緩和を進めており、この仕組みに乗って、町ににぎわいをつく

る取り組みが特徴的である。  

      まちづくり会社なので当然収益を上げていかなければならない。さま
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ざまな手法のうちの１つは、コストカットである。例えば、エレベータ

ーの管理費は今まで個人個人で契約していたため、法外な管理費を取ら

れていた。しかし、このまちづくり会社が一括して窓口になることで価

格交渉ができ、エレベーターの管理費をかなり抑えることができた。こ

れにより、エレベーターの管理費で浮いた分を町のイベントのために使

うことができるようになった。もう一つは、地下街に入っていく階段横

のガラス張りスペースを利用することで得られる広告収入である。  

      管理費の見直しと広告収入、この二本立てで財源を捻出し、商店街で

の連携を強めていった。歩行者天国を実施したり、オープンカフェでデ

ッキをつくり、ここに商店街の中から特徴ある飲食店を少し呼んできて

３カ月、４カ月で出店してもらったりなどし、商店街の物販にも気づい

てもらう取り組みを始めた。  

      (旧 )岡川薬局も札幌大通まちづくり株式会社も、基本的には行政から

の補助金は入っていない。基本的に民間ベースで行っているのだが、そ

こでポイントになっているのは、特に札幌市だと、国や自治体の規制緩

和というところがかなり大きな呼び水になって、にぎわいが創出された

点である。この辺は横浜市も非常に参考になる部分がある。公共空間を

使ったオープンカフェというのは、都市整備局もメニューを持っている

ので、この辺をうまく民間の人に仕組みに気づいてもらって入ってきて

もらうという仕掛けが今後必要になってくると感じた。  

（オ）長崎県（平成２８年１月２６日～２７日）  

酒井（亮）委員  

・文化遺産を活用した集客について                      

（視察先）株式会社ユニバーサルワーカーズ [長崎県長崎市 ] 

・インバウンド施策と世界遺産の活用について  

（視察先）長崎県  

・クルーズ振興策について  

（視察先）長崎港松が枝国際ターミナル [長崎県長崎市 ] 

＜視察に対する委員所見＞  

株式 会社ユニ バーサル ワーカー ズは軍艦 島クルー ズを最初 に運行した
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会社である。軍艦島に行くのに往復で３時間を要すること、また天候に

よって、そのツアーが発着できないこと、また小型船なので、船にどう

しても乗りたくない観光客もいる。そういった人にも軍艦島の魅力を伝

えるために、株式会社ユニバーサルワーカーズが１億円を投資して設立

された。助成金等は一切使われていない。  

      館内では、たくさんの映写機を使用したデジタルマッピングが目を引

く。ヘリコプターによる軍艦島の空撮映像であったり、実際軍艦島に訪

れても立ち入りできない地域や、当時の炭鉱の採掘現場を再現した映像

などを多用しており、リアルな軍艦島体験ができるかなり凝ったつくり

になっている。  

      入場料は 1800円と比較的高額だが、軍艦島は現代アートのシンボルに

もなっているため世界中からいろいろな人が訪れることもあり、軍艦島

ファンに見てもらえればよい、という考えのもとに運営されている。  

      軍艦島というのは、もともと長崎県が産業廃棄物処理場にするつもり

の場所であり、軍艦島を観光拠点にしたいとか文化遺産に残したいとい

うのは、あくまでも一市民の声で、観光資源になるまでには民間の相当

熱い思いがあったということである。  

      次に、長崎県庁にて、長崎港の外国船クルーズの入港実績について説

明聴取し、昨年実績で 1 5 0隻、本年は 2 4 0隻ほどの入港を予定している

とのこと。長崎港のメーンに当たるのが、国内最大の松が枝国際ターミ

ナルの岸壁である。昔ながらの出島岸壁も３年前に整備され、そこには

もう少し小型の船舶が入港する。受け入れ上限に達すれば、隣の佐世保

港に案内する。現在長崎県としては、この３バース体制で挑んでいる。

ただ、松が枝ターミナルも、バースを伸ばして２バースにする計画で進

めている。  

      インバウンドについては、去年までほとんどの観光客は佐賀県内にあ

る中国資本によるショッピングモールにバスで行ってしまうので、大勢

の中国人観光客がきても、長崎市内には経済波及効果がほとんどなかっ

た。しかし、ことし長崎市内にラオックスができたことで中国人観光客

の集客につながった。長崎市、長崎県としても、インバウンド客にいか
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に県内や市内でお金を落としてもらえるかが重要になっている。例えば、

大型クルーズ船の接岸時の岸壁使用料は約７０万円であるが、警備員を

２５人ほど雇う必要があるため、警備費用だけでおよそ７０万円かかり、

現状として大型クルーズ船が来ると行政的には赤字になってしまう。経

済波及効果が余りにも見えないため、現在、長崎県では入港使用料を徴

収する考えもある。  

      最近、キリスト教教会群の世界遺産への推薦が取り下げになってしま

ったが、なぜこれに注目していたかというと、カトリックの国、特にフ

ィリピンのカトリック教徒に向けた新しい観光需要としてのポテンシャ

ルがあるからである。長崎にある教会というのは、カトリックの二十大

司教の中の１人が創設したものなので、歴史的にもカトリック教徒にと

って訪れる意味がある。そのため、多くのフィリピン人に来てもらいた

いという思いで、この教会群の世界遺産登録を目指している。  

      クルーズ船に乗って長崎県に訪れる観光客のほとんどは、上海などの

中国人の中間層であり、その多くは４泊５日の行程でやってくる。彼ら

が横浜まで足を延ばすのは期待できないが、このあたり本市としては、

どこからどういった船舶を誘致するのか考えをめぐらせなければならな

い。今後投資額をふやし、入港数が少なくてもお金を多く使ってくれる

観光客を誘客していく必要がある。  

【委員意見概要】  

・行政としての支援の仕方というのは補助金を出すとか、いろいろあるが、た

だお金を出すということだけでは、民間もなかなかやり切れない部分がある

と感じる。行政がその事業にどれだけかかわっていくかということを事業ご

と に い ろ い ろ と 考 え な が ら 、 そ の 効 果 と い う の を 見 き わ め て い く 必 要 が あ

る。  

・今回の予算案でもインバウンド、あるいはＭＩＣＥの関係で国際会議主催者

に補助を出すということもいろいろやっているが、本当にそれだけでいいの

かというのは、費用対効果も含めて考えていく必要がある。民間だけではな

かなかできないところもあるし、あるいは手を入れ過ぎてもよろしくないと

いうことをちゃんとフォローしていかないと、その効果が出ないと感じる。  
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・横浜らしいイベントは、この青い空、青い海、マリンブルーの横浜を生かし

て行うべきである。また、みなとみらい２１地区中心ではなく、山下ふ頭や

ズーラシアも含めて、これらの点を面にしていくという考え方に行政がしっ

かりとお墨つきをつければ、これから一気に発展していくのではないか。  

・外国人観光客の集客を狙う意味で、市街地レースなど公道を活用したイベン

トを開催するべきである。  

・横浜市の事業を行う上で、民間が参入しやすくするための規制緩和を考える

べきである。手続や、そこまで行くまでのいろいろなプロセスをいかに短縮

し、即対応できる事業に発展するためにはスピードが大事である。  

・横浜市の持っている、港を中心としたエリアをゾーニングしていったときに、

北部へ行くと、田んぼや畑がいっぱいあり、都市部にはない田園風景があっ

たり、そういう地域ごとの特徴をつかみながらも、横浜市にどういうコンテ

ンツがあるのか認識することが大事である。  

・昨年イギリス、ロンドンのオリンピック組織委員会に行って一番感じたこと

は、オリンピックとパラリンピック、これが一体となって運営されていると

いうことと、国際的なスポーツイベントによって市民の精神性を向上させる

という考えである。  

・大きなスポーツ大会のための都市基盤整備等で利便性が上がり、税収がふえ

て華やかになる。また、パラリンピックを成功させよう、障害がある人もな

い人も一緒にやっていくこと、障害のある方が一生懸命やっている、努力し

ている姿を見て障害者と健常者が尊敬しあうことで市民の精神性を向上させ

ていく。これがあって初めて、市民の理解が得られ、それが大成功の要因に

なっていくのではないかと思っている。またそうなったときには、まさに多

くの横浜の市民がそういったことにも触れて精神性を高めていく中に、大き

な成功と持続可能な物心両面の向上がある。  

・ビジネスをやっていこうと思ったときに、利用しやすい制度融資のメニュー

がどれだけそろっているのかというのがかなり大きい。これは銀行だとなか

なかやり切れない部分なので行政の役割として捉えてほしい。  

（８）平成２８年４月１８日  委員会開催  

  ア  調査・研究テーマ「東京オリンピック等を見据えた横浜らしい観光・ＭＩ
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ＣＥの推進」について  

委員会中間報告書案について、委員長が説明を行い、報告書を確定した。  

 

５  東京オリンピック等を見据えた横浜らしい観光・ＭＩＣＥの推進についてのま

とめ  

（１）本市を取り巻く状況  

   2 0 2 0年に東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催が決定した。国にお

いては、「観光立国の推進」を掲げ、 2020年に訪日外国人 2000万人の目標に掲

げているが、 2015年の訪日外国人は 1973万人に達し、目標を大幅に前倒しで達

成する見込みであり、 2020年に向けてはさらなる増加が見込まれている。  

また、オリンピック・パラリンピックはスポーツだけではなく、文化の祭典

でもあることから、国としても、東京 2020大会を契機とした文化芸術立国の実

現のため、全国津々浦々での文化プログラムの実施に向けた基本構想を掲げて

いる。  

（２）横浜市の動向  

横浜市は、中期４か年計画 2014－ 201 7の中で「未来のまちづくり戦略」とし

て「進化する国際的な観光・ＭＩＣＥ都市」「アジアの核となる文化芸術創造

都市」を掲げている。「観光・ＭＩＣＥの推進」においては、東京 2020オリン

ピック・パラリンピックの開催決定を好機と捉えたシティプロモーションの展

開や、国内外からの誘客強化、観光客の受け入れ環境や回遊性の一層の向上、

新たなＭＩＣＥ施設の整備や経済波及効果の高い中大型の国際会議や医学会議

の誘致などに取り組むこととしている。  

また、「文化芸術創造都市による魅力・活力の創出」においては、横浜の地

域資源を活用し、アーティスト・クリエーターの集積を創造産業の振興につな

げるとともに、横浜トリエンナーレを初め、横浜らしい特色のある芸術フェス

ティバルの継続的な開催などに取り組んでいる。  

（３）横浜市としての今後の展望  

東京 2020大会の開催は、世界中から日本に対する関心が高まり、訪日外国人

を増加させる絶好の契機となる。東京に隣接する横浜にとっては、大きなチャ

ンスである一方、東京の一極集中がさらに進むことに対する懸念もある。  
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   開港都市としての歴史や文化など、日本近代化の原点である横浜らしい特色

を生かしながら、ターゲットに応じた戦略的なプロモーションの展開や、横浜

の強みを生かした観光ＭＩＣＥ施策の一層の推進、快適な滞在環境の一層の向

上などにオール横浜として取り組むべきである。  

また、 2016年リオデジャネイロ大会終了後に全国で展開が予定される文化プ

ログラムを横浜がリードできるよう、毎年開催される文化芸術イベントや創造

都市、文化振興、観光ＭＩＣＥ分野を連動させることによりインバウンド効果

を飛躍的に発展させ、横浜らしい新たなにぎわいづくりにより経済を活性化さ

せる必要がある。  

東京 2020大会を契機とした盛り上がりが一過性のものにならないよう、 2020

年以降も「進化する国際的な観光・ＭＩＣＥ都市」、「アジアのハブとなる文

化芸術創造都市」ヨコハマとして、さらなる魅力向上に向けての取り組みを継

続していくべきである。  
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終わりに  

今年度の委員会活動では、市内視察、市外視察、参考人招致、行政視察等を通じ

て横浜市の取り組みを検証し、国や他都市の施策と比較しつつ議論を重ねてきた。

その過程の中で、ＭＩＣＥの開催需要、インバウンドの受け入れ態勢、観光資源と

しての「横浜らしさ」、そして文化芸術創造都市として必要な施策に関する横浜市

の現状と課題を明らかにしてきた。  

「横浜らしさ」とは横浜という地域の特質に即した創意工夫の結果として生じる

ものである。創意工夫をし、他都市とは異なる特性を常に模索するという姿勢その

ものが文化芸術創造都市の創造力であり、文化の持つ新たな可能性を切り開いてい

くためのエンジンとなる。 1964年の東京オリンピックが日本を大きく変え、高度経

済成長期に入るきっかけになったように、今回の東京 2020大会がポジティブな変革

をもたらし、横浜や日本のみならず全世界の発展に寄与することを強く望む。  

本委員会での議論を踏まえ、来年度以降も本委員会の取り組みが継続、推進され

ることを期待したい。  
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○  観光・創造都市・国際戦略特別委員会名簿  

  委 員 長  酒  井    誠  （自由民主党）  

  副 委 員 長  安  西  英  俊  （公明党）  

同     伊  藤  大  貴  （維新の党）  

  委 員  佐  藤    茂  （自由民主党）  

同     関    勝  則  （自由民主党）  

同     田野井  一  雄  （自由民主党）  

同     長谷川  琢  磨  （自由民主党）  

同     遊  佐  大  輔  （自由民主党）  

同     加  藤  広  人  （公明党）  

同     髙  橋  正  治  （公明党）  

同     小  粥  康  弘  （民進党）  

同     森    敏  明  （民進党）  

同     酒  井  亮  介  （維新の党）  

同     北  谷  ま  り  （日本共産党）  

同     大  桑  正  貴  （無所属保守の会）  

  

  

 

 

 

 


